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扱うことが可能になってきている. 主に, GISの 1つの入













 著者らは, 2007 年度から神奈川県域を対象として GIS
システムを活用して地盤関連情報のデータベース化作業
を進めてきた. これらのデータを利用して市町村単位で 
                      
＊教授 建築学科 
Professor, Dept. of Architecture  
＊＊助手 建築学科, ＊＊＊特別助手 建築学科  
Research Associate, Dept. of Architecture  
＊＊＊＊株式会社パスコ 
PASCO corporation 





することが可能となっている. また, 2008 年度からは横
浜市神奈川区と鎌倉市O地区を対象として防災に関連し
た空間情報の整備・検証を進め, 横須賀市 S 地区・I地区
の郊外住宅地を対象として日常生活の行動域の空間情報
化の作業を進めてきた.  































































ージを加え, これらをデータシート（図 1）にまとめた.  





































































を示し, 表５に各評価項目の算出方法を示す.  
 
(3) 地域防災力評価の結果 
 「基礎的活動力」では, 六角橋地区, 松見地区, 菅田地




力の差が顕著に現れた. 「危険度想定力」では, 菅田地区, 
六角橋地区周辺がまとまって高い想定力を示し, 白幡地
区, 新子安地区, 青木第一・第二地区では想定力の低さが




























































































































 災害時は歩行により避難するものとした. 文献1)で一 
般成人の場合, 歩行速度は1. 1 m/secなので, 高齢者を 




























地区４丁目自治会, O 地区５丁目自治会, 松葉町内会で
は, 国道を経由して互いの一時集合場所が結びついてい
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6. ケーススタディⅢ 
6-1. 郊外住宅地における生活行動域パターンの可視化 

























地区に決定した. 地区は横須賀市 S 地区と横須賀市 I 地
区の２地区を対象とし, 調査対象範囲は世帯数の多い, 



















































































































 以上, 2008年度の研究の経過報告を行った. 空間情報
視覚化の概観を進め, 3 つのケーススタディを通じてコ
























＊3：O 地区９自治会に 220 票を均等になるよう配布した. 調査
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